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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　隣接して配置された複数の誘導加熱コイルのそれぞれに対応させて設けられたインバー
タと、前記複数の誘導加熱コイル間に被加熱物を搬送する搬送手段とを有する誘導加熱装
置による被加熱物の加熱方法であって、
　前記インバータは前記搬送手段による被加熱物の搬送状態に応じて前記誘導加熱コイル
に対する電力の供給方式を異ならせ、
　前記被加熱物が定常搬送されている場合には、隣接して配置された各誘導加熱コイルに
供給する電流の周波数をそれぞれ乖離させつつ、電流周波数の制御により前記電力の調整
を行い、
　前記被加熱物の搬送が停止、あるいは定常搬送よりも低速となった場合には、各誘導加
熱コイルに供給する電流の周波数を一致させ、各誘導加熱コイルに供給される電流波形を
同期、または予め定めた位相差を保つように制御しつつ、１周波間におけるデューティー
比を調整して前記電力の調整を行い、
　前記被加熱物を昇温させることを特徴とする誘導加熱方法。
【請求項２】
　前記被加熱物の搬送が停止、あるいは定常搬送よりも低速となった場合における前記イ
ンバータの電力調整は、各誘導加熱コイルによる加熱領域に位置する被加熱物の温度分布
を測定し、
　測定された被加熱物の温度と昇温目標とする温度とを比較し、
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　供給電力の増減を図ることを特徴とする請求項１に記載の誘導加熱方法。
【請求項３】
　隣接して配置された複数の誘導加熱コイルのそれぞれに対応させて設けられたインバー
タと、前記複数の誘導加熱コイル間に被加熱物を搬送する搬送手段とを有する誘導加熱装
置であって、
　前記インバータには、隣接して配置された前記誘導加熱コイルに供給される電流の周波
数をそれぞれ所定値以上乖離させつつ電流周波数の制御による電力調整を行う周波数制御
と、複数の前記誘導加熱コイルのそれぞれに供給される電流の周波数を一致させた状態で
各誘導加熱コイルに供給される電流波形の位相を同期または予め定めた位相差を保つよう
に制御しつつ１周波間におけるデューティー比を調整して前記電力の調整を行うゾーンコ
ントロール制御と、の切替制御運転を可能とする電力制御部が接続され、
　前記電力制御部は、定常運転時における前記周波数制御と、保温運転時における前記ゾ
ーンコントロール制御との切り替えを行う信号の入力に基づいて、前記切替制御運転を行
うことを特徴とする誘導加熱装置。
【請求項４】
　前記搬送手段には、前記被加熱物の搬送速度を検出すると共に前記電力制御部に対して
、検出した搬送速度を示す信号を出力する搬送速度検出手段が接続され、
　前記電力制御部には、入力された前記搬送速度を示す信号に基づいて、前記周波数制御
と前記ゾーンコントロール制御との間で制御モードを設定する判定手段を設けたことを特
徴とする請求項３に記載の誘導加熱装置。
【請求項５】
　前記インバータをハーフブリッジ型とし、前記インバータと誘導加熱コイルとの間に変
圧器を設けることなく両者を接続したことを特徴とする請求項３または請求項４に記載の
誘導加熱装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は誘導加熱方法および装置に係り、特にビレットヒータ等、被加熱物を搬送、あ
るいは停止させながら誘導加熱する場合に好適な方法、および装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ビレットヒータに代表される、被加熱物搬送型の誘導加熱装置では、後段に配置された
熱間鍛造プレス等の加工装置の点検や故障に伴う搬送停止状態からの復帰時における被加
熱物の温度制御が問題視されており、特許文献１から３に示すように、種々の解決策が提
案されている。ここで、特許文献１、２は複数の誘導加熱コイルとこれに対応させた複数
のインバータにより被加熱物の加熱制御を行う技術が提示されており、特許文献３には単
一の誘導加熱コイルを有する装置にて被加熱物の温度制御を行う技術が提示されている。
【０００３】
　このような技術指向の違いは、加熱装置を製造するためのコスト面を重視する場合と、
制御温度の精度面を重視する場合といった観点から分別することができる。すなわち、特
許文献３に開示されているような単一の誘導加熱コイル、単一のインバータにより被加熱
物の温度制御を行う装置は、コスト面での優位性があるといえる。しかし、工業的に被加
熱物を加熱制御するという精度の面では、特許文献１、２に開示されている技術の方が優
れているといえる。誘導加熱コイルの分割数を増やすほど、停止あるいは低速運転時にお
ける昇温パターンを定常運転時の昇温パターンに近づけて加熱制御することができるから
である。
【特許文献１】特開平７－２４９４７８号公報
【特許文献２】特開平１０－１４４４６２号公報
【特許文献３】特開２００２－１５１２４６号公報
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記特許文献１、２に開示されているような誘導加熱装置によれば確かに、停止あるい
は低速運転時における昇温パターンから定常運転時における昇温パターンへの復帰時間を
短くすることができると考えられる。しかし、特許文献１、２に開示されているような誘
導加熱装置では、各加熱ブロックを構成する誘導加熱コイルを近接配置した場合には近接
する誘導加熱コイル間において相互誘導が生ずることとなり、電力制御が困難となる可能
性がある。また、相互誘導の影響を受けないほどに隣り合う誘導加熱コイル間に隙間をあ
けた場合には、コイル間に位置する被加熱物の温度は低下してしまうこととなる。また、
相互誘導の影響を回避するために、近接配置する誘導加熱コイルに供給する電流の周波数
を乖離させるという手段を採る方法も考えられるが、この場合であっても、誘導加熱コイ
ル間の加熱効率は低下するため、搬送停止時に２つの誘導加熱コイルの境界部分に位置し
た被加熱物、あるいはその被加熱物の一部は、前後の被加熱物に比べて低温状態のままビ
レットヒータから排出される可能性がある。
【０００５】
　そこで本発明では、停止時あるいは低速運転時における被加熱物の温度分布制御を高精
度に行い、従来よりもさらに捨て材を減らすことができる誘導加熱方法、およびこれらを
比較的安価に、かつコンパクトに実現することのできる装置を提供することを目的とする
。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するための、本発明に係る誘導加熱方法は、隣接して配置された複数の
誘導加熱コイルのそれぞれに対応させて設けられたインバータと、前記複数の誘導加熱コ
イル間に被加熱物を搬送する搬送手段とを有する誘導加熱装置による被加熱物の加熱方法
であって、前記インバータは前記搬送手段による被加熱物の搬送状態に応じて前記誘導加
熱コイルに対する電力の供給方式を異ならせ、前記被加熱物が定常搬送されている場合に
は、隣接して配置された各誘導加熱コイルに供給する電流の周波数をそれぞれ乖離させつ
つ、電流周波数の制御により前記電力の調整を行い、前記被加熱物の搬送が停止、あるい
は定常搬送よりも低速となった場合には、各誘導加熱コイルに供給する電流の周波数を一
致させ、各誘導加熱コイルに供給される電流波形を同期、または予め定めた位相差を保つ
ように制御しつつ、１周波間におけるデューティー比を調整して前記電力の調整を行い、
前記被加熱物を昇温させることを特徴とする。
【０００７】
　また、上記のような特徴を有する誘導加熱方法では、前記被加熱物の搬送が停止、ある
いは定常搬送よりも低速となった場合における前記インバータの電力調整は、各誘導加熱
コイルによる加熱領域に位置する被加熱物の温度分布を測定し、測定された被加熱物の温
度と昇温目標とする温度とを比較し、供給電力の増減を図るようにすると良い。
【０００８】
　また、上記目的を達成するための本発明に係る誘導加熱装置は、隣接して配置された複
数の誘導加熱コイルのそれぞれに対応させて設けられたインバータと、前記複数の誘導加
熱コイル間に被加熱物を搬送する搬送手段とを有する誘導加熱装置であって、前記インバ
ータには、隣接して配置された前記誘導加熱コイルに供給される電流の周波数をそれぞれ
所定値以上乖離させつつ電流周波数の制御による電力調整を行う周波数制御または位相角
制御と、複数の前記誘導加熱コイルのそれぞれに供給される電流の周波数を一致させた状
態で各誘導加熱コイルに供給される電流波形の位相を同期、または予め定めた位相差を保
つように制御しつつ、１周波間におけるデューティー比を調整して前記電力の調整を行う
ゾーンコントロール制御と、の切替制御運転を可能とする電力制御部が接続され、前記電
力制御部は、定常運転時における前記周波数制御と、保温運転時における前記ゾーンコン
トロール制御との切り替えを行う信号の入力に基づいて、前記切替制御運転を行うことを
特徴とする。
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【０００９】
　また、上記のような構成の誘導加熱装置では、前記搬送手段には、前記被加熱物の搬送
速度を検出すると共に前記電力制御部に対して、検出した搬送速度を示す信号を出力する
搬送速度検出手段が接続され、前記電力制御部には、入力された前記搬送速度を示す信号
に基づいて、前記周波数制御と前記ゾーンコントロール制御との間で制御モードを設定す
る判定手段を設けるようにすると良い。
【００１０】
　さらに、上記のような構成の誘導加熱装置では、前記インバータをハーフブリッジ型と
し、前記インバータと誘導加熱コイルとの間に変圧器を設けることなく両者を接続するこ
とが望ましい。
【発明の効果】
【００１１】
　上記のような特徴を有する誘導加熱方法および装置によれば、停止時あるいは低速運転
時における被加熱物の温度分布制御を高精度に行うことができ、定常運転復帰時における
被加熱物に温度ムラが生ずる虞が無い。また、各誘導加熱コイルに対する任意の電力供給
により搬送停止時においても所望する昇温勾配を被加熱物に与えることができる。このた
め、従来よりもさらに捨て材を減らすことができるようになる。
【００１２】
　また、インバータをハーフブリッジ型とし、インバータと誘導加熱コイルとの間に変圧
器を設けることなく両者を接続することによれば、上記効果を奏しつつ低コストで設置ス
ペースの縮小化を図ることのできる誘導加熱装置とすることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、本発明の誘導加熱方法、および誘導加熱装置に係る実施の形態について図面を参
照しつつ詳細に説明する。
　まず、図１を参照して本実施形態に係る誘導加熱装置１０が適用される製品としてビレ
ットヒータ１００を例に挙げて説明する。ビレットヒータ１００は少なくとも、被加熱物
であるビレット１３０を加熱するための加熱炉１１０と、ビレット１３０を搬送するため
のピンチローラ１２０，１２２、およびビレット１３０の搬送軌道を定める図示しないス
キッドレールを有する。
【００１４】
　前記加熱炉１１０には、加熱源であって本実施形態に係る誘導加熱装置１０を構成する
複数（図１に示す形態では３つ）の誘導加熱コイル２０（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ）が配
置されている。本実施形態の場合、誘導加熱コイル２０はソレノイド型であり、誘導加熱
コイル２０には、電力供給ユニット８０が接続されている。また、各誘導加熱コイル２０
による加熱領域にはそれぞれ、ビレット１３０の温度を測定する温度測定手段（不図示）
を設けるようにすると良い。測定温度に基づいてビレット１３０の温度分布制御を行うこ
とにより、高精度な温度制御が可能となるからである。
【００１５】
　電力供給ユニット８０は、各誘導加熱コイル２０に対応して設けられた逆変換部（イン
バータ）３０（３０ａ，３０ｂ，３０ｃ）と、各インバータ３０を総括して設けられた単
一の、若しくは各インバータに対応して設けられた複数の順変換部（コンバータ）４０と
（図１に示す形態ではコンバータは単一としている）、各インバータ３０から各誘導加熱
コイル２０に供給する電力を制御する電力制御部５０とを有する。そして、前記コンバー
タ４０は、商用電源（三相交流電源）７０に接続されており、コンバータ４０と三相交流
電源７０との間には変圧器（トランス）６０が設けられている。
【００１６】
　本実施形態におけるインバータ３０は、図２に示すように、いわゆるハーフブリッジ型
の直列共振インバータである。ブリッジを構成するアームには、スイッチング素子３６ａ
１，３６ａ２（図２には、誘導加熱コイル２０ａに接続されたインバータ３０ａ等の構成
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を代表的に示す）と、これに対応させた電解コンデンサ３４ａ１，３４ａ２が備えられて
いる。ここで、スイッチング素子３６ａ１，３６ａ２としては、ＩＧＢＴ（Insulated Ga
te Bipolar Transistor）、ＭＯＳＦＥＴ（Metal-Oxide Semiconductor Field Effect Tr
ansistor）、ＳＩＴ（Static Induction Transistor）等を採用することができる。この
ような構成のインバータ３０ａは、全ブリッジ型のインバータに比べてスイッチング素子
の数を１／２とすることができ、製造コストを抑えることができる。また、ハーフブリッ
ジ型のインバータを採用することにより、インバータ３０ａからの出力電圧をインバータ
３０ａに対する入力電圧の１／２程度とすることができる。
【００１７】
　このような作用により、誘導加熱コイル２０ａにおける端子間電圧とインバータ３０ａ
からの出力電圧との電圧差を小さくすることができ、電流電圧のマッチングのために必要
としていた高周波トランスを不要とし、両者を直接接続することができる。高周波トラン
スは誘導加熱装置を構成する上でその占有面積が大きく、高価であることより、各誘導加
熱コイル２０と各インバータ３０との間に必要とされていた高周波トランスを不要とする
ことは、誘導加熱装置の製造コストおよび設置スペースの低減に大きく貢献することとな
る。
【００１８】
　さらに、ビレット１３０の材質や大きさ、およびインバータ３０からの出力電流の周波
数設定値等により、共振先鋭度Ｑを低く抑えられる場合であれば、共振コンデンサ３２（
３２ａ，３２ｂ，３２ｃ）も不要とすることができる。共振コンデンサ３２は誘導加熱コ
イル２０の端子間電圧として発生する無効電力分の電力を補うために必要とされているが
、Ｑ値が低くなれば、数式１
【数１】

で示すことができる共振コンデンサの一次側電圧、すなわちインバータ３０からの出力電
圧に対する誘導加熱コイル２０の端子間電圧を下げることができる。これは、無効電力を
補う必要性が低くなるからである。すなわち、Ｑ値の低下により無効電力分の電力を抑え
ることが可能となり、共振コンデンサ３２が無い場合、すなわち通常のインバータ（共振
型でないインバータ）であっても供給電力を補うことが可能となるということである。な
おこの場合、高周波帯においてもスイッチングによる電力損失の少ないＺＶＳ（Zero Vol
tage Switching）運転を行うことが望ましい。ここで、ＺＶＳ運転を行う場合には、隣接
して配置する誘導加熱コイルをそれぞれ、加極性となるように配置し、電流が電圧に対し
て遅れ位相となるようにして運転すると良い。このように、高周波トランスに加えて共振
コンデンサを排除することにより、誘導加熱装置の製造コスト、および設置スペースをさ
らに低減することが可能となる。このような構成のインバータでは、詳細を後述するコン
バータから出力された直流電流を交流電流へと変換すると共に、誘導加熱コイルに供給す
る電力の電流調整と、電流周波数の調整・同期制御が成される。
【００１９】
　また、前記コンバータ４０は、詳細を図示しないが、サイリスタによってブリッジ回路
を構成した整流回路である。このような構成とされるコンバータ４０は、三相交流電源７
０から供給される三相交流電流を直流電流へと変換し、上記構成のインバータ３０へと供
給する。そして、このような構成のインバータ３０とコンバータ４０との間には、平滑コ
ンデンサ４２とインダクタンス４４によって構成されるフィルタが配されている。
【００２０】
　また、前記電力制御部５０は、各インバータ３０から各誘導加熱コイル２０に供給され
る電流の周波数の調整を行うと共に、各誘導加熱コイル２０に供給する電流値の調整を行
う作用を担う。上記インバータ３０による電力制御は、電圧一定状態における電流周波数
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の制御または電圧一定状態におけるパルス幅変調（ＰＷＭ：Pulse Width Modulation）制
御等で行われる。
【００２１】
　そして、本実施形態におけるインバータ３０は、ビレットヒータ１００の定常運転時と
、停止あるいは低速運転時とにおいて、その電力制御方式の切替が成される。具体的には
、ビレットヒータ１００が定常運転している時、すなわちピンチローラ１２０，１２２が
定常速度で回転している時は、電流周波数の制御（周波数制御）により電力制御を行い、
ピンチローラ１２０，１２２の回転が停止、あるいは低速となった場合には、各インバー
タ３０からの出力電流の周波数を一致させ、電流波形の位相を同期、または所定の位相差
を保持させた状態、あるいはこれらに漸近させた状態において、ＰＷＭ制御により電力制
御を行う。このため、電力制御部５０は、各運転時に設定された電力制御方式に合致する
ように、インバータ３０に対して所定の制御信号を出力するように構成されている。
【００２２】
　具体的な制御信号の出力タイミングについては、次のように示すことができる。まず、
定常運転時における制御信号の出力について説明する。本実施形態の場合、加熱炉１１０
内に配置した３つの誘導加熱コイル２０に対する供給電流の周波数をそれぞれ乖離させて
運転しつつ、各誘導加熱コイル２０に対して周波数制御による電流値調整を実施する。誘
導加熱コイル２０に供給する電流（回路内を流れる電流ｉ）は、数式２，３および図３に
示すように、電圧Ｖを一定とした場合であっても、周波数を変えることにより、その値を
変えることができる（等価回路として例えば図７参照）。
【数２】

【数３】

このため、電圧×電流で示される電力も、変化させることができる。ここで一般に、電力
損失の少ないＺＶＳ運転をする場合には、上述したように、電圧波形に対して電流波形が
遅れ位相となるように制御される。また、周波数の使用帯域は、共振周波数よりも高い周
波数帯を使用する（図３参照）。
【００２３】
　また、本実施形態に係るビレットヒータ１００では、加熱炉１１０の入口側に位置する
誘導加熱コイル２０ａから、出口側に位置する誘導加熱コイル２０ｃまで、それぞれ入力
電流の周波数を１．５倍以上乖離させることにより、近接して配置した誘導加熱コイル間
における相互誘導の影響を回避している。なお、周波数制御による電力調整時の周波数変
化率は、一般的に全体の周波数の１０％程度である。また、供給する電流の周波数は、入
口側の誘導加熱コイル２０ａから出口側の誘導加熱コイル２０ｃへ向けて段階的に向上さ
せてゆくことが望ましい。
【００２４】
　そして、定常運転時の加熱炉１１０内環境は、空の状態、加熱状態のビレット１３０が
収容されている状態、冷却状態（加熱されていない状態）のビレット１３０が収容されて
いる状態等、様々な状態に遷移していく。誘導加熱コイル２０はビレット１３０を囲繞す
るように配置しているため、ビレット１３０の流れにより加熱炉１１０内の内部環境が変
化すると、そのインピーダンス（特に抵抗成分Ｒとインダクタンス成分Ｌ）、及び固有共
振周波数が変化する。この変化に対して周波数制御による運転では、各インバータ３０ａ
～３０ｃからの出力電流の周波数を変化させることで、設定された電流値を確保すること
が可能となるのである（図４参照）。
　ここで、周波数の調整は、例えばインバータ３０ａに備えられた２つのスイッチング素



(7) JP 4854567 B2 2012.1.18

10

20

30

40

50

子３６ａ１，３６ａ２に対する制御信号の入力切替によって行う。
【００２５】
　次に、停止、あるいは低速運転時における制御信号の出力について説明する。停止、低
速運転時におけるインバータ３０ａの制御は、定常運転時におけるインバータ３０ａの制
御に比べて複雑となり、インバータ３０ａからの出力電流の周波数、電流波形の位相を考
慮して行われることとなる。ここで、各インバータ３０から各誘導加熱コイル２０へ出力
される電流は、図示しない変流器等を介して検出され、これに基づいて出力電流の周波数
、電流波形の位相差等が検出あるいは算出されるように構成されている。電流波形の位相
差は、３つのインバータ３０ａ，３０ｂ，３０ｃからの各出力電流におけるゼロクロス間
の差や、各出力電流におけるゼロクロスと基準波形のゼロクロスとの差、各出力電流にお
けるゼロクロスの平均値と、各出力電流におけるゼロクロスとの差等に基づいて算出され
る。
【００２６】
　停止、低速運転時における各インバータ３０からの出力電流の周波数は、それぞれ一致
するようにスイッチング素子３６ａ１，３６ａ２への制御信号の出力タイミングが調整さ
れる。このようなインバータ制御を行った上で、上記のようにして検出した出力電流間に
位相差が生じた場合には、この位相差を零、または予め定められた位相差、あるいはそれ
らに漸近するように、インバータ３０に対する制御信号の出力タイミングを調整する。具
体的には、電流波形の位相を進める際には制御信号の出力切替のタイミングを瞬時的に速
め、瞬時的に電流周波数を上昇させれば良く、位相を遅らせる場合には瞬時的に電流周波
数を低下させれば良い。
【００２７】
　そして、誘導加熱コイル２０ａに供給する電流値の調整は、各誘導加熱コイル２０に対
応して配置した図示しない温度測定手段によって測定されたビレット１３０の温度と、目
標とする昇温勾配における温度測定手段配置位置の温度とを比較し、電流値を上昇、ある
いは下降させるための制御信号を出力すれば良い。具体的には、電流波形の半波長を形成
する各スイッチング素子３６ａ１，３６ａ２毎の出力信号の入力時間（オン・オフ）制御
による通流率の調整、すなわち１周期あたりにおけるデューティー比の調整によって行え
ば良い（図５参照）。
【００２８】
　なお、本実施形態のような誘導加熱装置１０では、高温部となる位置に配置された誘導
加熱コイル２０ｃに対して電力を供給するインバータ３０ｃからの出力電流の周波数を基
準として電流ゼロクロスの位相差を制御するようにする。これは、誘導加熱コイル２０ｃ
が配置された高温部は、被加熱物であるビレット１３０からの放射熱が大きいことに起因
する。被加熱物からの放射熱が大きい箇所では、加熱温度を維持するために必要とされる
エネルギーも大きく、このためにインバータ３０ｃからの出力電力も大きくなる。これに
対し、誘導加熱コイル２０ａ，２０ｂが配置された部分での放射熱は少なく、また、昇温
の際に要するエネルギーを他の誘導加熱コイルからのエネルギーと分担されるため、これ
らの誘導加熱コイル２０ａ，２０ｂに接続されたインバータ３０ａ，３０ｂの消費電力は
極めて小さい。したがって、最も消費電力の大きなインバータ３０ｃを基準として周波数
を定めることにより、ＰＷＭ制御による電力調整を容易に行うことが可能となる。なお、
図５においては、単一のパルスの幅を変化させて電流値を定めていたが、電流の立下りが
急激になるなど、電流波形に生ずる歪みが大きくなる場合には、当該歪みを鈍らせるため
に、図６に示すように、複数パルスの幅を制御して電流値を定め、波形形成するようにし
ても良い。
【００２９】
　前記ピンチローラ１２０，１２２には、図示しない駆動用モータと、この駆動用モータ
を制御する図示しない制御手段が接続されており、前記駆動用モータの制御と前記電力供
給ユニット８０の電力制御部５０とは、上述したような連動を図るようにしている。例え
ば、駆動用モータを制御する制御手段には前記ピンチローラ１２０，１２２の回転速度、
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すなわちビレット１３０の搬送速度を検出する速度検出手段と、この検出した速度を信号
としてインバータ３０に接続された電力制御部５０に出力する手段を備えるようにすれば
良い。そして、前記電力制御部５０には、入力された速度信号に基づいて、後述する周波
数制御と、同じく後述するゾーンコントロール制御との制御モードの選択切替を行う判定
手段を備えるようにすれば良い。
【００３０】
　ここで、各インバータ３０からの出力電流の周波数を乖離させた状態での周波数制御（
以下、単に周波数制御という）と各インバータ３０からの出力電流を一致させ、電流を同
期させた上で電流値調整を行う制御（以下、ゾーンコントロール制御という）とには、そ
れぞれ以下のような特徴がある。
【００３１】
　まず、周波数制御は、相互誘導の影響が生じ無いために皮相電力が低いという特徴があ
る。また、周波数制御は、近接する誘導加熱コイル２０間における相互誘導の影響がない
ために、加熱領域の境界における磁界の干渉も少ないため、誘導加熱コイル２０の境界部
分に低温部が生ずるという特徴がある。
【００３２】
　次に、ゾーンコントロール制御は、相互誘導によって誘導加熱コイル２０内に生ずる相
互誘導電圧を抑制して運転するために、周波数制御による運転に比べて皮相電力が高くな
る一方で、誘導加熱コイル２０の境界部分における低温部の発生を防ぐことができるとい
う特徴がある。
【００３３】
　以下、上記のような特徴が生ずる理由について、図７～図９、および数式４を参照して
説明する。
　まず、皮相電力については、
【数４】

で表すことができる。ここで、電圧の実効値、すなわちインバータからの出力電圧ＶＩＶ

について検討するため、図７に２ゾーンの誘導加熱装置に関する等価回路を示す。
【００３４】
　図７において、ＩＶ１はゾーン１のインバータを示し、ｉ１はゾーン１を流れる電流、
Ｒ１はゾーン１回路の抵抗、Ｌ１はゾーン１のインダクタンス、Ｃ１はゾーン１のキャパ
シタンス、Ｖｍ２１はゾーン２からゾーン１への相互誘導によって生じた相互誘導電圧を
示す。また、ＩＶ２、ｉ２、Ｒ２、Ｌ２、Ｃ２およびＶｍ１２は、それぞれゾーン２の各
要素を示す。このような構成の等価回路において、ゾーン１のインバータＩＶ１からの出
力電圧はＶＩＶ１で示すことができ、抵抗の電圧はｉ１・Ｒ１、インダクタンスの電圧は
ｉ１・ｊωＬ１、キャパシタンスの抵抗はｉ１・（－ｊ・（１／ωＣ１））でそれぞれ示
すことができる。
【００３５】
　ＶＩＶ１についてベクトルで表すと、実数成分を横軸、虚数成分を縦軸にとった場合、
図８（Ａ）のように示すことができる。ここで、周波数制御を行った場合にはＶｍ２１で
示す相互誘導電圧が生じ無いため、ＶＩＶ１についてのベクトルは図８（Ｂ）のように示
すことができる。図８からも読みとれるようにθ１はθ０よりも小さくなるため、周波数
制御を行った場合におけるインバータの出力電圧ＶＩＶ１は、ゾーンコントロール制御を
行った場合におけるインバータの出力電圧ＶＩＶ１よりも小さくなるということができる
。
【００３６】
　そして皮相電力は、数式２で求められるため、両者の電流の実効値（電流値）を同一と
した場合、周波数制御による運転の方が皮相電力が小さくなるということができる。
【００３７】
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　一方、誘導加熱コイルの境界部分における被加熱物に対する磁界の強度については、周
波数制御の場合はベクトル和（数式５）で示すことができ、ゾーンコントロール制御の場
合はスカラー和（数式６）で表すことができる。なお、αは隣接して配置された誘導加熱
コイルからの磁界の強度の割合を示すものとする。
【数５】

【数６】

ここで、αについて０．５を代入した場合、ベクトル和では約０．７となるのに対し、ス
カラー和では１とすることができる。このことより、ゾーンコントロール制御による運転
では、周波数制御による運転よりも誘導加熱コイルの境界部分での加熱効率が良いという
ことができる。なお、誘導加熱コイルと磁界との関係を模式的に示すと図９のようになる
。ここで、図９（Ａ）は誘導加熱コイルとビレット、および磁界の関係を示すブロック図
であり、図９（Ｂ）はビレットの長手方向における磁界の強さを示すグラフである。
【００３８】
　そして、ビレットヒータ１００では、停止時あるいは低速時における加熱制御は、定常
運転時よりも低い電力で運転することができる。また、ビレットヒータ１００では、定常
運転時には被加熱物であるビレット１３０の移動量が多いため、誘導加熱コイル２０間の
境界部における著しい温度低下は無く、ほとんど無視することができる。
【００３９】
　このため、定常運転時に周波数制御による運転をすることで誘導加熱コイル２０の境界
部分における温度低下を避けることができ、皮相電力も低く保つことができる。また、停
止時において、ビレットのヒートパターンを定常運転時と同じに保つ、いわゆる保温運転
時に必要とされる電力は、定常運転時の１／１０以下程度で良い。このため、停止あるい
は低速運転時にゾーンコントロール制御による運転をすることで、誘導加熱コイル２０の
境界部分における温度分布を良好に保つことができ、低電力運転とすることができる。よ
ってゾーンコントロール制御を行った場合であっても、皮相電力を低く抑えることができ
る。したがって、誘導加熱装置１０に使用するインバータ３０について、皮相電力の容量
の小さいものを使用しつつ、被加熱物であるビレット１３０の加熱精度を高く保つことが
できる。
【００４０】
　なお、上記実施形態では、誘導加熱コイルはソレノイド型としているが、被加熱物が平
板状等である場合には、渦巻き型に配した誘導加熱コイルにより被加熱物を上方または下
方、あるいは両方から誘導加熱するようにしても良い。また、実施形態におけるインバー
タはハーフブリッジ型としたが、電力制御方式の切替による運転全体の皮相電力の低減を
目的とした場合には、インバータを全ブリッジ型としても良い。なおこの場合は、誘導加
熱コイルとインバータの出力との間に高周波トランスを配置することが望ましい。
【００４１】
　また、上記実施形態に係る誘導加熱装置をビレットヒータに適用する場合、図１０、に
示すように、誘導加熱コイル、および電力供給ユニット（インバータ３０ｄ～３０ｆ、お
よび共振コンデンサ３２ｄ～３２ｆ）を増設し、試打材１４０用の加熱コイル２０ｄ～２
０ｆとすることもできる。
【００４２】
　試打材１４０は部材単位で長さが異なり、停止状態で加熱されるため長手方向における
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制御を行えば、電力を供給する誘導加熱コイルを任意に選択することができる他、試打材
１４０の端部に位置する誘導加熱コイルに供給する電力を任意に上昇させることも可能と
なる。このため、試打材１４０の大きさ、長さに関わり無く、ムラの無い加熱を行うこと
ができる。また、試打材１４０は停止状態で加熱されるため、指定温度までの昇温時間を
比較的長くとることができる。よって、ゾーンコントロール制御を行った場合であっても
、皮相電力を低く抑えることができる。
【００４３】
　また、コンバータ４０に対してインバータ３０ａ～３０ｆを並列に配置していることよ
り、試打材１４０用の誘導加熱コイル２０ｄ～２０ｆに接続されたインバータ３０ｄ～３
０ｆと、ビレットヒータ本体に配置された誘導加熱コイル２０ａ～２０ｃに接続されたイ
ンバータ３０ａ～３０ｃとの間に、図示しない開閉器を配置するようにしても良い。この
ような構成とすることにより、試打材１４０の加熱を行わない場合には誘導加熱コイル２
０ｄ～２０ｆに接続されたインバータ３０ｄ～３０ｆに対する電力の供給を遮断し、消費
電力の抑制を図ることが可能となるからである。
【００４４】
　さらに、上記実施形態では、定常運転時の電力制御方式として、各インバータ３０ａ～
３０ｃからの出力電流の周波数を乖離させた状態での周波数制御により電力調整を行うこ
とについて詳細を説明した。しかしながら、定常時の電力制御方式として、周波数制御に
替えて、周波数を乖離させた状態での電圧波形と電流波形の位相角制御による電力調整を
行うようにしても良い。インバータからの出力電圧の波形と出力電流の波形の位相角を変
えて（互いのパルス位置を変えて）制御することにより、インバータの運転周波数を変化
させることができ、出力電流の値を調整することができるからである。
【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】実施形態に係る誘導加熱装置を適用したビレットヒータを示す図である。
【図２】電力供給ユニットの構成を示す図である。
【図３】ＰＦＭ制御時における周波数と電流との関係を示す図である。
【図４】ＰＦＭ制御による電流調整の例を示す図である。
【図５】ＰＷＭ制御による電流調整の例を示す図である。
【図６】複数パルス制御によるＰＷＭ制御の例を示す図である。
【図７】隣接して配置された２つの誘導加熱コイルユニットの等価回路図である。
【図８】ゾーンコントロール制御による消費電圧と周波数変調制御による消費電圧との差
を示す図である。
【図９】誘導加熱コイルとビレット、および磁界との関係を示す図である。
【図１０】実施形態に係る誘導加熱装置の応用例を説明する図である。
【符号の説明】
【００４６】
　１０………誘導加熱装置、２０（２０ａ～２０ｆ）………誘導加熱コイル、３０（３０
ａ～３０ｆ）………インバータ、３２（３２ａ～３２ｆ）………共振コンデンサ、４０…
……コンバータ、５０………電力制御部、６０………トランス、７０………三相交流電源
。
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